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「再生可能エネルギー等資源の賦存量等の調査についての 

統一的なガイドライン」の構成（案） 
 
 

1. ガイドラインの基本的事項 
 

◎ ガイドラインの目的 
・ 本ガイドラインを通して、「緑の分権改革」を推進するための再生可能エネルギー等

活用事業において、地方公共団体が「主体的」かつ「継続的」に取り組むための留意

事項（ポイント）を示し、地域の自立のための基盤構築を支援する。 
・ 行政の実務担当者が簡便に活用できる再生可能エネルギー等に関する賦存量等のデ

ータを提供し、行政の実務担当者の労力を軽減するとともに、データ精度の平準化を

図る。 
 
◎ ガイドラインの対象者 

・ 本ガイドラインは、基本的には「緑の分権改革」に取り組む行政の実務担当者を対象

とする。 
・ 事業の協働主体として関わることが想定される住民、事業者への分かりやすさにも配

慮することとする。 
 
◎ 他のガイドライン、手引き書等との違い（本ガイドラインの特色） 

・ 本ガイドラインは、前述の目的のとおり、「地域の主体性の確保」と「継続性の確保」

を達成することに重点を置いたガイドラインとする。したがって、単一事業のみを対

象とするのではなく、「地域全体」を常に意識した内容とする。 
・ 「地域主体で進めるための仕組みづくり」や、「資金調達の方法」、「事業を通じた波

及効果の発揮方法（観光資源、啓蒙・啓発の素材としての活用等）」などについて、

具体的な事例を示しながら、留意事項（ポイント）を提示する。 
・ また、事業化及び継続性の確保に当たっては、「技術の評価」が極めて重要な位置を

占める。そこで、適正技術を見極める際の留意事項に１章を割くこととしている。 
 

 
 

 
 
 
 
 

説明資料５ 
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2. ガイドラインの骨子（案） 
 ガイドラインの構成（案）は以下に示すとおりである。 
 各項目の「文案」及び「様式案」を次頁以降に示す。 
 

 

－ガイドライン構成（案）－ 
 
1. 緑の分権改革とは   
 
2. 背景   
 
3. ガイドラインの位置付け（p1「1.ガイドラインの基本的事項」がこの章に該当） 
 
4. ガイドラインの概要  （p3 文案参照） 
 
5. 調査を行うための留意事項  （p4 様式案参照） 

5.1 再生可能エネルギー等の賦存量等調査 
5.1.1 調査手法について 
5.1.2 地域を巻き込んだ調査 

5.2 再生可能エネルギーの活用状況調査 
5.2.1 調査手法について 
5.2.2 地域を巻き込んだ調査 

5.3 エネルギーの需要量調査 
5.3.1 調査手法について 
5.3.2 地域を巻き込んだ調査 

5.4 実証調査 
5.4.1 調査手法について 
5.4.2 地域を巻き込んだ調査 
5.4.3 地域エネルギー事業を支援する基礎作り 
5.4.4 事業を担う主体作り 

5.5 エネルギー代替による地域経済・雇用への波及効果の検証 
5.5.1 調査手法について 
5.5.2 地域エネルギー事業を支援する体制の検証 
5.5.3 事業を担う主体の検証 

5.6 事業化の検証 
5.6.1 適正技術の見極めと事業化の検証 

 
6.データ編 
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（文案） 
4.ガイドラインの概要 

 ガイドラインは、以下のとおり事業化までの一連の流れに沿って、構成されている。事業の

各段階において、該当する箇所を参考とすることが望ましい。 
 

 
 
 
 

エネルギー代替による地域経済・雇用への波及効果の検証

再生可能エネルギー等の賦存量調査・利用可能量調査 

事業化の実現可能性の高い再生可能エネルギー等の選択 

実証調査 

再生可能エネルギー等の活用状況調査 

緑の分権改革の体制の確立 

事業化の検証 

エネルギーの需要量調査 

事業化 

ガイドライン p●参照 
ガイドライン p●参照 
ガイドライン p●参照 

ガイドライン p●参照 

ガイドライン p●参照 

ガイドライン p●参照 

ガイドライン p●参照 

ガイドライン p●参照 
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（様式案） 
ガイドラインにおける「5. 調査を行うための留意事項」は、各項ごとに、以下に示すシート

を用いて示すこととする。 
シートの内容は、「タイトル」、「基本的な考え方」、「留意事項」、「事例」で構成する。 
以下に、「5.1.1 調査手法について」の様式案を示す。 
 
 
 

5. 調査を行うための留意事項 

5.1 再生可能エネルギー等の賦存量等調査 
5.1.1 調査手法について 

 
タイトル 5.1 再生可能エネルギー等の賦存量等調査 

5.1.1 調査手法について 

基本的な

考え方 

●本ガイドラインで提供するデータ（別掲）は、国が保有するデータを収集・

整理したものです。 
●基本的には当該データを最大限活用することが望ましいですが、追加的な

もの、地域固有のものについての調査に注力することができ、効果的かつ

効率的な調査をすることが可能な場合はその限りではありません。 
留意事項 ●自然公園法や自然環境保全法など、再生可能エネルギー等を導入する上で

制約となる要因についても留意が必要です。本ガイドラインでは再生可能

エネルギー等の種類ごとに留意すべき制約要因について取りまとめるとと

もに、標準メッシュでの各制約要因のデータを整理しています（別掲）。 
事例  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

本ガイドラインで掲げる手法以外で、受託団体が

行っている事例を紹介する。 


